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21世紀の材料教育の諸課題

黒 田 光太郎

. は じ め に

21世紀になってすでに10年が経とうとしている現在，高

等教育は大きな変革期を迎えている．産業が変わった．製造

主軸が少品種大量生産から多品種少量生産へと移った．技術

空洞化の懸念をよそに製造拠点の海外移転が進んだ．その背

景には産業構造の大きな変化がある．

教育も変わった．大学は，進学希望者の“全員入学”が可

能となる規模にふくれあがり，学力や社会生活の状況が“多

様な学生”を抱えることとなった．その中で，理科離れ，工

学部離れが話題になり，加えて，工学部卒業生の製造業離れ

が進んだ．

こうした中で，工学そして材料教育はどうあるべきか．教

育で増大しつつある分野固有の知識・技術から，学際的・先

端的な知識・技術までを，どこまでどのように学べばよいの

か．学部で何を学び，大学院で何を学べばよいのか．次代を

担う人材が科学技術への興味をもち，工学そして材料に興味

をもつためには，教育は何ができ何をすべきか．大学と産業

界は技術者育成に関してどのように連携していけばいいのか．

本稿では，今われわれに求められている材料分野での高等

教育の課題を幅広く検討したい．

. 材料教育の歴史と現在

欧米や日本の理工学教育の導入課程を概観すると，大学を

はじめとする高等教育機関で科学技術教育が主要な位置を確

立するのは19世紀後半であった．当時の主要な材料は金属

であり，採鉱冶金技術は主要な産業基盤技術であり，採鉱冶

金学として多くの高等技術教育に取り入れられている．日本

における工学教育は欧米にそれほど遅れることなく，1873

年に開設された工部省工学寮に始まる．また，工学教育への

偏見がなく，当初から大学教育の中で工学が主要な位置を占

めることは，欧米の工学高等教育と大きな違いでもあった．

19世紀後半に冶金学として材料研究のパラダイム形成がさ

れ，20世紀前半に物理学さらには量子力学の影響もあっ

て，第 2 次世界大戦後に，冶金学から材料科学工学(Materi-

als Science and Engineering, MSE)へのパラダイム転換が図

られた．これについては拙稿(1)を参照していただければ幸い

である．

最初の MSE 学科は米国の Northwestern University に

1950年代後半に設置され，多くの米国の大学では1960年代

後半から MSE 学科への再編が進んだ．こうした米国の動き

については，小岩の論文(2)に詳しい．一方，日本では1960

年代は高度経済成長期の真っ只中であり，冶金学あるいは金

属学が MSE に転換する積極的必要性は産業界との関連では

見出すことが出来ない．日本の鉄鋼業は1973年の粗鋼生産

量 1 億 2 千万トンに向かって，大きく成長しているところ

であった．

1960年代後半の大学闘争後の大学改革の動きは鈍く，大

学内での組織的および全学的なカリキュラム改革は約20年

間ほとんど進展しなかった．1991年に大学設置基準の大綱

化が実施されて，大学改革が大きく進むなかで，大学や高専

の金属系学科は「材料」を含む名称をもつ学科に改組されて

いった．その過程で，材料主体の学科ではなく，機械系と組

んだ学科や，化学系と一緒になる学科が生まれるなど，材料

系の存在基盤を揺さぶる事態が生じた．米国では冶金学科が

積極的に MSE を取り入れて，学科再編が進められたことと

対照的である．このことは日本では冶金学から MSE へのパ

ラダイム転換が意識的に展開されなかったことと関連してい

ると考えられる．

このような経緯があるものの，現在の材料系学科は生体材

料，エコマテリアル，有機材料なども研究対象にするように

なり，大きな広がりを持つようになっている．

. 環境と材料の課題

現代文明は近代工業技術によって形成されてきた．科学技

術の成果はおもに生活の物的充足や快適性の拡大に向けら

れ，地球環境負荷は増加の一途をたどった．いまや持続可能
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図 1 材料の循環と材料科学工学の概念．
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な社会の実現のために，科学技術の成果を優先的に地球環境

負荷低減に向けることが求められている．持続可能な社会の

実現には，材料ひいては製造物を生み出す物質循環を重視し

なければならない．地球が安定に存在していることは物質循

環が安定状態にあることである．

20世紀の材料研究は冶金学から MSE への展開が図られ，

構造，性質，性能，プロセシングを 4 大基本(3)として，そ

れぞれの分野の専門家がそれぞれの領域を深く掘り下げそし

て拡張しながら発展してきた．1988年に堂山はこれらの基

本にもうひとつ環境を加えることの重要性を述べている(4)．

材料研究に環境を取り入れるとき，これまでのように専門家

の分業で問題解決を図るのは難しい．環境の専門家とは何

か，われわれは未だにその回答を持っていない．

全米科学アカデミーが1974年に出した報告書 ``Materials

and Man's Needs''(5)の冒頭に掲げられている図は MSE の分

野を定義するものとして，その後 MSE の教科書にも使われ

てきた．それを図に示す．バルク材料を加工し，デザイ

ン・製造・組立を経て製品を造りあげ，消費し，廃棄し，一

部はリサイクルすることが MSE の分野であると示されてい

る．かつての採鉱冶金学では，環境は資源を採取するところ

として認識され，材料と環境の結びつきは強かった．MSE

では，図 1 に示すように環境としての地球は MSE 分野の外

側に置かれ，材料そのものを対象としてきた．21世紀の材

料研究そして教育では，材料そのものを対象とするだけでは

なく，材料が物質循環する場としての環境との関係を考慮し

ていくことが求められる．

こうしたことを教育の中ではどのように実現していくの

か．かつての採鉱冶金学のような各論の積み上げではすまな

いのははっきりしている．地球科学をベースにした物質循環

についての物理学と化学の知識を学ばねばならないであろ

う．これは基礎科学教育に含まれると考えられる．

. 基礎科学教育と教養教育の課題

 基礎科学教育

前節で述べたように，MSE は材料の構造，性質，性能，

プロセシングの 4 つの基本要素を研究対象とした科学技術

の領域である．現在の材料分野は生体材料，エコマテリア

ル，有機材料なども研究対象にするようになり，大きな広が

りを持つようになっており，この 4 つの要素とそれらの関

連性を含めた全体として，材料を限定することなく教育する

ことが学部レベルから必要になってきている．

MSE の創設に関わった Fine が，カリキュラムに取り上

げるべき基礎科学と実験方法を選択する基準は，この 4 つ

の基本要素によって与えられ，「固体物理学，熱力学，速度

論，分子および結晶の構造，力学的性質などはすべての材料

に共通するものとして教えるのが効率的である．」と指摘し

ていることを小岩は紹介している(2)．

1997年に日本に滞在したオックスフォード大学教授の

Sutton は，材料学の学生に量子力学を教えることが必要で

あるかとの質問を受け，「なぜ金属と絶縁体は違った性質を

持つのか，なぜガラスは透明なのか，・・(中略)・・・．これ

らは全て，材料の電子構造に根本的に起因する性質の例であ

り，それを理解するには量子力学を学ぶことが必要である．」

と答え，さらに「ほとんどの材料科学の学生は量子力学を学

ぶことに躊躇いを感じており，原因はある段階でどうしても

必要になる数学にあると思う．」と述べている(6)．

「マサチューセッツ工科大学では1993年から，工学部も含

めて全学生が，生物学を 1 学期履修することになった．(中

略)カリフォルニア工科大学が96年から始めた生物学イニシ

アチブ計画では，学生が 1 年目から 2 年目に生物学を 1 学

期取る．」と1998年に報じられた(7)．Fine も「材料の生物学

反応を制御することが可能になり，生物学的経路を活用して

新しい材料を創造することができるようになった．そのよう

な道筋を材料のカリキュラムに組み入れるには，基礎教育と

して分子生物学と生物化学を取り入れる必要がある．」と提

案している(2)．

これまでに大づかみでみてきたように，21世紀の材料教

育には，地球科学や量子力学そして分子生物学や生物化学を

取り入れていくことが求められていくであろう．こうした新

たな教科を導入する際には，これまで必要と考えられていた

教科の教育を大きく変更せざるを得なくなるであろう．これ

まで学部教育で行っていた個別の材料についての各論の多く

は切り捨てざるを得なくなり，カリキュラムは基礎科学教育

を重視したものに転換されることになろう．そのような材料

の各論を学部あるいは大学院でどのように位置づけて，カリ

キュラムに組み入れるかは，それぞれの学科・専攻で特徴あ

るものとなっていかざるを得ないであろう．

 教養教育

1999年に日本技術者教育認定機構(JABEE)が設立され，

工学教育の各分野の認定を行ってきた．認定を始めて，10

年になろうとしており，すでに350以上のプログラムが認定

されている．材料およびその関連分野では2010年現在，12

プログラムが認定されている(8)．材料分野の分野別基準は，

先に述べた MSE の 4 つの基本要素である，構造，性質，性
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能，プロセシングを学ぶことを定めていて，他の工学分野よ

り大綱的な基準になっている．JABEE の材料分野の認定に

当たっては，分野別基準の達成が問題になることはほとんど

なく，むしろ「基準 1 学習・教育目標の設定と公開」～

に取り上げられている，そのうち

 地球的視点から多面的に物事を考える能力とその素養

 技術が社会や自然に及ぼす影響や効果，および技術者が

社会に対して負っている責任に関する理解(技術者倫理)

 種々の科学，技術および情報を利用して社会の要求を解

決するためのデザイン能力

 日本語による論理的な記述力，口頭発表力，討議等のコ

ミュニケーション能力および国際的に通用するコミュニ

ケーション基礎能力

などの教育が問題になることが多い．このことは学部教育に

おける専門教育とともに教養教育の実施状況が課題となるこ

とを示している．

この10年の間に，多くの高等教育機関で，工学倫理や技

術者倫理の授業が行われるようになり，十指に余る教科書が

出版されている．工学教育として，日本語教育を重視するこ

とも行われ，特色ある大学教育支援プログラムに岡山大学工

学部の提案「日本語力の徹底訓練による発想型技術者育

成｣(9)が2004年度に採択されている．

1991年の大学教育の大綱化によって，ほとんどの大学で

「教養部」が廃止され，新しい形式での教養教育が実施され

るようになったが，様々な課題を抱えていて，教養教育は見

直されようとしている．

現在のような高度技術社会に生きる人びとには，社会を構

成する根源的要因のひとつとして，技術革新を如何に捉える

かという教養そのものが必要とされているのではないだろう

か．20世紀の日本が行った「技術革新の経験」は，21世紀

に日本が更なる技術開発・技術革新を行うための膨大な知識

の宝庫である．このことは，工学の各分野に当てはまること

であり，それぞれの工学分野での「技術革新の経験」を集積

し，役立つ知識として知識の基盤を形成する必要がある．こ

れにより，工学各分野の技術革新史を高等教育の中で教授で

きるようになり，21世紀における工学教育の基盤となるで

あろう(10)．

近年，全国の大学でかつての教養教育の再現ではない，新

たな教養教育の模索が始まっている．大阪大学では，学部後

期及び大学院における新たな教養教育の構築を目指し検討を

始めている．「現代社会と科学技術」「技術リスクコミュニケ

ーション」といった科目が全研究科の大学院生を対象に開講

されている(11)．

これまで，工学各分野で教授されてきた「各論」それぞれ

は膨大な知識に膨れ上がり，その講義内容を再構築すること

が不可欠になっている．例えば，MSE 分野では今でも鉄鋼

は重要なテーマである．しかし，かつてのように製銑，製

鋼，鉄鋼材料，加工などの各論を教授する時間的余裕はな

い．そこで鉄鋼技術の技術革新史を内容とする「鉄鋼技術」

としてまとめあげることが必要ではないだろうか．その際に

は，技術革新を多角的・多面的に捉えることを行ない，技術

が社会や文化と密接不可分な関係にあることも紹介すべきで

あろう．こうした教科にはこれまでの専門教育科目とはかな

り違ったカリキュラム設計が求められる．こうした教科の教

育は学部後期及び大学院における新たな教養教育として位置

づけることも可能であろう．

. 工学の魅力発信に関わる課題

少し前のことになるが，2006年の国立大学協会総会で，

岐阜大学の黒木登志夫学長は，全国の国立大入試で，工学部

系の志願者数が2002年度から06年度にかけて大幅に減少，

志願倍率が 2 倍を切る大学が増えるなど深刻な「工学部離

れ」が進んでいることを報告した．また，黒木は「社会が物

作りの担い手を多くは必要としなくなってきたことや，中高

生の理数離れなどが背景」と分析し，「初歩的な物理数学が

分からない学生でも入学できるようになれば，授業レベルも

低下する．2 倍を切るような状況は危機的」と指摘してい

る(12)．

一方，全大学進学志願者における工学部志願者の比率の推

移から，濱中は「工学部離れ」が起きているとは言い切れな

いとの結論を提示している(13)．それとともに，ただ他方で

今後「工学部離れ」が進行しないと断定することもできない．

ここ数年の動向をみれば，男子で工学部志願者比率の低下が

生じていたのは事実だったし，この変化が続く可能性もある

からだと述べている．そして，入りやすさと志願者比率との

間には，タイムラグをおいた共変関係があることと，基本的

に第二次産業が強い県ほど，工学系志向も高くなっているこ

とを見出している．工学部の対応策として，「入りやすさや

第二次産業のイメージぐらいで，これほどまでに変化すると

いうのも驚きである．それだけ高校生たちが，工学系学部と

いうもの，そして何よりもその領域を卒業した後のキャリア

というものを分かっていないということなのかもしれない．

だとすれば『安心して』工学系学部への進学を選ぶことがで

きるような環境づくりと教育効果情報の発信．このことこそ

が，工学系学部に堅実な発展をもたらすのではないだろう

か．」と提案している．とくに，材料は高校生が具体的イメ

ージを持ちにくいという問題がある．教科書に材料に関する

記述を増やしていく努力も必要である．

高校生に対しては，各大学は文科省事業「スーパーサイエ

ンスハイスクール」に協力して，高校生を大学に迎えて，実

験などを通して，理学や工学の魅力を伝えることが行われて

きた．経産省の「早期工学人材育成事業」や「社会人講師活

用型教育支援プロジェクト」では，企業の技術を使った理科

実験プログラムを作成し，企業人が初等中等教育の現場で理

科実験に協力している．また，この数年間は「女子中高生夏

の学校」，「女子中高生のための関西科学塾」が男女共同参画

学協会連絡会を中心に開催され，日本金属学会・日本鉄鋼協

会合同男女共同参画委員会は，ポスター展示，材料の面白さ

を伝える実験などを行ってきた．



ま て り あ
Materia Japan

第49巻 第 9 号(2010)

金属学会の男女共同参画委員会は2003年に設立され，上

述のような啓発活動を積極的に進めるとともに，春秋の講演

大会の際に託児室を設置したり，ランチョンセミナーを開催

している．女性会員が 5に満たない現状の中で，一部の会

員の献身的な努力で活動が続けられている．第三次科学技術

基本計画では自然科学系の女性研究者採用比率25という

数値目標が掲げられ，それを支援する事業も進行中である．

こうした状況の中で，材料分野の女性研究者をいかに増やし

ていくかは重要な課題である．そのためには，研究者の卵で

ある女子学生をいかに確保するかを大学と学協会が協力して

展開していかねばならない．これも21世紀の材料教育のひ

とつの重要なテーマであり，これがうまくいかなかったら，

材料分野の魅力が低減していくことは間違いであろう．

. お わ り に

21世紀の材料教育が抱える課題について，私見を交えな

がら検討してきたが，筆者の力不足で雑駁なものになってし

まった．とくに，材料教育そのものについては紙幅の関係で

ほとんど展開できなかった．今後の材料教育をはじめ工学教

育は学部段階では細かい専門教育に深入りせず，基礎科学教

育と教養教育を重視することが必要であり，必然的に専門性

の高い教育は博士課程重視の大学院教育のなかで実施されて

いくことになろう．読者の皆さんのご批判，ご意見をお寄せ

いただければ幸いである．
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